
大阪府飲料水健康危機管理実施要領 

 

１ 目 的 

  飲料水を原因とする健康被害の発生予防、拡大防止等の危機管理を適正に進めるた

め、必要な事項について定める。 

 

２ 対象となる飲料水 

 (1) 水道法及び大阪府特設水道条例に基づく水道により供給される水道水。 

 (2) 水道事業から供給される水のみを水源とする水道のうち、水道法に該当しない

小規模貯水槽水道により供給される水道水。 

 (3) 個人等が井戸等から汲み上げて飲用する水。 

 

３ 情報の収集と連絡 

  飲料水の危機管理に必要な情報の収集と連絡については、以下のとおりとする。 

 (1) 水道事業者は、その供給する水道水により健康等への影響があると認められる

場合は、直ちに健康医療部生活衛生室環境衛生課（以下、「環境衛生課」という。）

に連絡する。 

(2) 町村域（専用水道の布設工事の設計の確認、簡易専用水道の給水停止命令等の

知事権限の移譲を受けている町村（以下「権限移譲町村」という。）を除く）にお

ける専用水道、特設水道の設置者は、その供給する水道水により健康等への影響

があると認められる場合は、直ちに環境衛生課に連絡する。 

(3) 権限移譲町村を除く町村域における簡易専用水道、すべての町村域における小

規模貯水槽水道及び飲用井戸等の設置者は、その供給する水道水及び井戸水等に

より健康等への影響があると認められる場合は、直ちに所管の府保健所（大阪府

が設置する保健所をいう。以下同じ。）に連絡する。 

(4) 府保健所は、所管管内における簡易専用水道、小規模貯水槽水道及び飲用井戸

等の利用により健康等への影響があると認められる場合は、直ちに環境衛生課に

連絡する。 

 (5) 市（保健所設置市を除く）の水道行政担当部局は、所管する専用水道、簡易専

用水道、特設水道、小規模貯水槽水道及び飲用井戸等の利用により健康等への影

響があると認められる場合は、直ちに環境衛生課に連絡する。 

 (6) 権限移譲町村の水道行政担当部局は、所管する専用水道、簡易専用水道、特設

水道の利用により健康等への影響があると認められる場合は、直ちに環境衛生課

に連絡する。 

 (7) 環境衛生課は、関係課及び関係機関等における感染症等の情報の収集に努める。 

 (8) 環境衛生課は、水道事業者、府保健所、市（保健所設置市を除く）の水道行政

担当部局及び権限移譲町村の水道行政担当部局から得た情報において、健康被害

の未然防止、拡大の防止等の観点から、関係部局による連携した対応が必要なも



のについては、直ちに保健医療室感染症対策課防疫グループに連絡するとともに、

国土交通省近畿地方整備局水道担当あて国土交通省「飲料水健康危機管理実施要

領」（令和６年４月３日付国水水第１号）に基づき連絡する。 

 (9) 環境衛生課及び府保健所は、飲料水に起因する感染症等により健康被害が発生

している又は発生するおそれがあると認めた場合、迅速に情報の収集を行うとと

もに、必要に応じて施設へ立ち入る等により正確な状況を把握する。 

    なお、この場合、必要に応じて地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所（以

下、「大阪健康安全基盤研究所」という。）の協力を得るものとする。 

 (10) 環境衛生課は、水道事業者等（水道事業者及びその他水道施設の設置者をいう。

以下同じ。）が実施した発生源等の原因の調査や講じた措置について継続して情報

を収集するとともに、調査の結果が判明した場合や講じる措置に変更があった場

合には、水道事業者等に対し遅滞なく連絡するよう指示する。 

 (11) 環境衛生課は入手した情報を以下の内容について整理し、的確な情報の把握と

関係課等への連絡を行う。 

   ア 水質等に異常が生じた飲料水の種類（水道事業、専用水道、簡易専用水道、

特設水道、小規模貯水槽水道、飲用井戸等）、発生日時及び発生場所（水道名、

施設名） 

   イ 健康被害の発生状況（症状、人数、地域）  

   ウ 水道施設においては、給水停止の状況、緊急応援給水の必要の有無 

   エ 健康被害の拡大防止についての関係者への周知の状況  

   オ 自己水を水源とする水道においては、原水、浄水の水質異常の状況、浄水処

理の状況 

   カ 健康被害の原因と推定される物質や微生物等、原因物質の排出源（工場事業

場等） 

   キ その他  

 

４ 対策の実施  

  環境衛生課及び府保健所は、入手した情報に基づき関係課及び関係機関等と連携し、

迅速かつ適切な対策を講じる。 

 (1) 給水の停止等 

    環境衛生課は、健康被害の未然防止、拡大の防止等において必要があると認め

る場合は、水道事業者等に対して判断の基準を明確にして給水の停止を助言・指

導する。 

 (2) 飲用井戸等の利用制限等 

    環境衛生課及び府保健所は、健康被害の未然防止、拡大の防止等において必要

があると認める場合、飲用井戸等の設置者に対して水道水の利用あるいは煮沸後

の利用を指導する。 

 (3) 応援給水等 



    環境衛生課は、給水の停止等による影響を回避するため、必要に応じて水道用

水供給事業者及び隣接水道事業者に対して、供給水量の増量や緊急応援給水を要

請する。  

 (4) 改善の指示等 

    環境衛生課及び府保健所は、水道事業者等の水道施設の構造又は管理を緊急に

改善することにより、水道水に係る健康被害を回避することができると認めると

きは、当該水道施設に関し、実地に客観的な調査を行い必要な改善について指示

若しくは助言・指導する。 

 (5) 府民への情報の周知等 

    環境衛生課は、飲料水による健康被害の未然防止、拡大の防止等において必要

があると認められる場合、府保健所、水道事業者、関係機関等と連携して、速や

かに府民に正確な情報の周知を図る。 

 (6) 発生源対策等  

   ア 環境衛生課は、府保健所、大阪健康安全基盤研究所、関係課及び関係機関等

との連絡を密にして、発生源の調査を行うとともに、調査結果にもとづき必

要な場合にあっては発生源対策を所管課等に要請する。 

   イ 環境衛生課は、近畿地方整備局及び大阪健康安全基盤研究所と連携して、感

染症等に係る情報の的確な把握に努めるとともに対策の検討を行い、当該水

道事業者等を支援する。 

 (7) ２次感染等の防止等 

    環境衛生課及び府保健所は、周辺地域等における感染症等の発生の状況に応じ

て、飲料水による２次感染等の防止のため以下の対策を行う。 

   ア 環境衛生課及び府保健所は、水道事業者等に、必要な情報を提供するととも

に、水源の変更、浄水管理の徹底、給水末端における残留塩素濃度０．２mg/L

の確保の措置、及び従事者の健康管理の強化など必要な措置を指導する。 

   イ 府保健所は、貯水槽水道における給水末端の残留塩素の確保について、水道

事業者の協力を得ながら、必要に応じて施設の立ち入り指導や文書による啓

発を行うとともに、残留塩素測定を実施する。 

     また、必要に応じて、水道事業者の協力を得て、緊急応急給水により安全な

飲料水を確保するものとする。 

   ウ 府保健所は、飲用井戸等について、施設の立ち入りや文書により、水質検査

の実施と水道水の利用、さらにやむを得ず飲用する場合は煮沸後の利用等つ

いて啓発指導を行う。 

 

５ 水道行政担当部局等との連携 

環境衛生課及び府保健所は、市（保健所設置市を除く）の水道行政担当部局が所管

する専用水道、簡易専用水道、特設水道、小規模貯水槽水道及び飲用井戸等の各施設

への立入及び情報の収集並びに給水停止等の対策等を実施する際、市からの要請に応



じ技術的な助言を行う。また、権限移譲町村の担当部局が所管する専用水道、簡易専

用水道及び特設水道の各施設への立入及び情報の収集並びに給水停止等の対策等を

実施する際、必要に応じ技術的な助言を行う。 

 

６ その他 

   飲料水を原因とする健康被害の発生予防、拡大防止等の危機管理においては、本

要領に定める内容のほか、必要に応じて国、関係課等と協議し、迅速かつ適切な対

応を進めるものとする。 

   

   附 則 この要領は、平成１０年１月１９日から施行する。  

   附 則 この要領は、平成１３年１１月９日から施行する。  

   附 則 この要領は、平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則 この要領は、平成２１年９月１３日から施行する。 

   附 則 この要領は、平成２４年４月１８日から施行する。 

   附 則 この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 附 則 この要領は、令和６年４月１１日から施行する。 

 


